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論文内容の要旨 
 国境を越えた世界的規模での経済活動が日常化した今日、外国の投資家と投資受入国との
間で紛争は、珍しいことではない。このような外国投資家・投資受入国間の紛争は、国際的
な性質を有する紛争である。しかしながら、紛争の一方当事者は外国の投資家という私人で
ありながら、紛争の他方当事者は投資受入国という国家であるという点で、投資や貿易をめ
ぐる国家間の紛争や、国境を越えた企業間（私人間）での国際商事紛争とは異なるユニーク
な性質を持つものである。このような外国投資家・投資受入国間の国際投資紛争を法的に解
決する裁判機関として、従来は投資受入国の国内裁判所が主要な役割を果たしてきた。外国
投資家が、仮に国際法上の制度である外交的保護権の行使をその本国に対して要請したとし
ても、投資家の本国が外交的保護権を行使するためには、いわゆる国内的救済（local 
remedies）の完了が要件とされ、投資受入国の国内裁判所が第 1 次的な紛争解決の場とされ
ることに変わりはない。また、外交的保護権の行使はあくまで国家の裁量とされるものであ
り、投資家の本国が実際にこれを行使するか否かは外交的配慮や国際情勢に影響され、実効
的救済が外交的保護権の行使により保証されるわけでは必ずしもないのである。 
 このような状況の中で、最近では多くの投資条約の紛争解決規定の中に、国際投資仲裁に
関する条項が置かれるようになった。このような国際投資仲裁は、国家間あるいは私人間（企
業間）の水平的・相互主義的な国際仲裁とは異なり、個人対国家という独特の訴訟構造を有
する国際仲裁である。本論文は、このような投資条約に基づく国際投資仲裁に関して、その
裁判管轄権をめぐる問題、とりわけ投資紛争仲裁の裁判管轄権の「拡大」をめぐる法的諸問
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題を包括的かつ詳細に分析した研究である。 
 本論文は、序論である第 1章を除けば、第 2章から第 6章までの 5つの部分からなる。第
2 章では、本論文での考察対象である投資家・国家間仲裁（Investor-State Arbitration）
の法的基礎が検討される。投資条約中の投資仲裁条項において規定される国際投資仲裁に関
する投資受入国の「同意」は、特定の条件に服するものであり、空間的及び時間的に限定さ
れ得るし、「投資」「投資紛争」「投資家」といった紛争解決条項中に規定される概念の解釈に
よって限定され得ることが、第 2 章においてまず一般的に提示される。次の第 3 章では、し
かしながら投資紛争仲裁においては、多くの場合、さまざまな法的技術を駆使することによ
って投資仲裁の法的基礎となる「投資国の同意」の範囲が拡大されていることが示される。
具体的には、当該紛争条項の対象とされる「投資家」「投資」「投資紛争」といった概念の拡
大的解釈、最恵国条項や「アンブレラ条項」の拡大的解釈、「フォーク・イン・ザ・ロード条
項」の制限的解釈、投資条約の時間的適用範囲に関する柔軟な解釈等の手法が用いられる。
さらに、投資紛争仲裁裁判所は、原告である投資家側の立証責任を緩やかに解釈する傾向に
あり、また仲裁判決中の「傍論」（obiter dictum）を投資仲裁の裁判管轄権を拡大していく
方向に活用している。次の第 4 章では、投資紛争仲裁の裁判管轄権が拡大される理由が、外
在的要因と内在的要因の 2 つに分けて分析される。その外在的要因としては、何よりもまず
外国からの投資を受入れようとする投資受入国間での激しい競争がある。ある国が外国から
の投資をより多く惹きつけるためには、外国投資家にとって有利な条件を提供する必要があ
り、その重要な柱の 1つとなるものが紛争解決手続における投資仲裁条項なのである。また、
投資仲裁に勝訴した際の金銭的利益の獲得を目的として、外国投資家に投資仲裁への提訴を
勧誘する専門家の存在も、見過ごせない。投資紛争仲裁の裁判管轄権が拡大される内在的要
因としては、仲裁裁判所自身が裁判管轄権の範囲を決定する権限を実質上有していること、
さらに仲裁人ないしは仲裁人として選ばれる集団自体が、仲裁裁判の裁判管轄権を拡大する
ことに自身の利益を見出しており、裁判管轄権拡大への大きなインセンティブを有している
こと、等が挙げられている。以上、第２章及び第 3 章の検討では、投資紛争仲裁システムが
裁判管轄権の拡大といった形で外国投資家側に有利に働くことが多いことが指摘されている
が、これに続く第 5 章では、このような状況の下での投資受入国側からの反撃（対抗手段）
の態様、そして外国投資家と投資受入国との間の利害のバランスをそもそもどのようにして
維持すべきかが検討される。投資紛争仲裁による裁判管轄権の拡大とその判決の内容が投資
受入国から見てどうしても受入れ難い場合、投資受入国側の最終的な手段として当該投資条
約からの脱退又は廃棄という選択肢がある。しかし、これは投資受入国側にも大きな不利益
をもたらす危険性のある選択肢である。結局のところ、投資受入国の多くは発展途上国であ
るのに対して、外国投資家の大半は先進国の企業や個人であり、投資仲裁紛争をめぐる法的
諸問題は、国際社会における国家間のダイナミズムの中で処理されていくものである。第 5
章の最後の部分では、以上のような投資紛争仲裁に関して中国が従来採用してきた姿勢と、
その今後の変更の可能性について考察が行われ、第 6 章では本論文全体の結論が簡潔に要約
されている。 
- 8 - 
 
論文審査結果の要旨 
 本論文は、国際裁判機関の中で、とりわけ国際社会における投資との関係で実務上重要な
役割を果たしている国際投資仲裁に関する法的諸問題を、多角的に掘り下げて詳細に検討し
たものである。その分析の視座及び方法は、単なる判例や事実の描写とその要約にとどまら
ず、国際投資仲裁によるそれぞれの法的処理がなされる実質的な理由や政治的・社会的背景
等にまで踏み込んで検討を行っており、この点は特に高く評価することができる。また本論
文全体を通じて、そこでの法的分析の精度は極めて高く、本論文は国際的に見ても極めて大
きな学問的意義を有する研究であると評価することができよう。 
 もっとも、本論文において積み残された検討課題がないわけではない。国際社会において
長らく発展途上国の代表としての地位にあった中国が、その急速な経済発展の結果として世
界で最も影響力の大きな経済大国の 1 つとなった事実に鑑みれば、世界経済全体の中で、国
際投資仲裁に対する中国政府や中国の国内裁判所の基本姿勢は、今後ますます世界の経済や
投資等に大きな影響を与えるものといえる。国家主権との関係から国際裁判一般に対して消
極的ないしは否定的態度を公式には示すことが多い中国が、投資受入国から海外へ巨額の投
資を行う世界有数の経済大国に成長した現在、本論文の検討対象である国際投資仲裁に関し
て近い将来どのような基本姿勢を採ることになるのかという点は、さらに掘り下げた検討が
期待されるところである。この問題は、日本や中国といったアジアに位置する国々が、国際
経済のグローバル化という現代国際社会の中で、仲裁や国際裁判といった欧米由来の法的制
度・法システムに対してどのような基本姿勢で対峙するのか、という根源的な問いかけを探
究することにも繋がるものである。 
 以上のような残された重要な検討課題に対して、本論文の筆者自身は学問的にこれに挑む
だけの専門的能力と明確な知的関心を有している。本論文において明確に示された筆者の卓
越した研究能力は、筆者が近い将来において優れた研究成果を発表し、アジアを代表する国
際法研究者として大成することを十分に示唆しているものと考えられる。 
 以上により、本論文は、博士（法学）の学位を授与される水準に十分達しているものと認
められる。 
 
 
